
  

新宮園短期入所生活介護事業運営規程	 
	 

	 

（事業の目的）	 

第１条	 社会福祉法人清徳会が開設する、指定介護老人福祉施設・特別養護老人ホーム新宮園

に併設する指定短期入所生活介護事業所（以下「事業所」という。）の適正な運営を確保す

るために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の職員が、要介護状態にある高齢者

等に対し、適正な短期入所生活介護サービスを提供することを目的とする。	 

	 

（運営の方針）	 

第２条	 事業所の運営について管理者並びに職員は、次の運営指針に従い業務を遂行する。	 

２	 事業所は、被保険者が要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその

居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように必要な日

常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身の機能の維持並びに利用者の

家族の身体的及び精神的負担の軽減を図る。	 

３	 事業所は、被保険者の要介護認定等に係る申請に対して、利用者の意志を踏まえ、必要な

協力を行う。	 

４	 事業の実施に当たっては、関係市町村、地域の保健、福祉サービスの綿密な連携を図り総	 

合的なサービスの提供に努めるものとする。	 

５	 事業所は、利用者の意志及び人権を尊重し、常に利用者の立場で公平中立なサービスの提

供に努める。	 

	 

（事業所の名称等）	 

第３条	 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。	 

（１）	 名	 称	 	 	 	 特別養護老人ホーム	 新宮園	 

（２）	 所在地	 	 	 	 高山市新宮町 1322 番地の１	 

	 

（従業者の職種、員数及び職務内容）	 

第４条	 事業所は、利用者に適切な指定短期入所生活介護サービスを提供できるよう、事業所

に勤務する職種及び職務内容は次のとおりとする。	 

２	 管理者	 1 名（常勤、兼務・特別養護老人ホーム	 新宮園施設長）	 

（１）事業所の従業者管理及び業務の管理を一元的に行う。	 

（２）職員にこの章の規程を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。	 

（３）支障がない限り他の業務との兼務をしても差し支えない。	 

３	 従業者は、特別養護老人ホームと一体的に運営を行う為老人福祉法又は、介護保険法で定

められた人数で、介護、看護職の対比は介護、看護職員 1 人に対して利用者 3 人以下とする。	 

４	 生活相談員	 1 名（常勤）	 

第２条の運営方針を遵守し、快適なサービスを提供できるよう支援し、利用者、家族への

相談業務にあたるものとする。	 

５	 介護職員	 14 名（内	 常勤 10 名、非常勤 4 名）	 

第 2 条の運営方針を遵守し、介護技術の進捗に対応し、適切な技術を持って介護プランに

沿って適切な介護サービスの提供にあたる。	 



  

６	 看護職員	 1 名（常勤）	 

第 2 条の運営方針を遵守し、常に利用者の心身の状況を的確に把握し、サービスの提供に

あたる。	 

７	 栄養士	 1 名（常勤、兼務・管理栄養士）	 

第 2 条の運営方針を遵守し、利用者の嗜好を考え食事の相談に応じ、栄養状態を適切にア

セスメントし、調理員等と連携して栄養管理および、食事等のサービスを提供する。	 

	 

（業務の委託）	 

第５条	 事業所における調理業務従事者の一部については、利用者の処遇の向上につながるよ

う十分配慮し、第三者に委託できるものとする。	 

２	 施設の清掃等については、必要に応じて第三者に委託できるものとする。	 

	 

（利用定員及び入退所時間、事業所の概要）	 

第６条	 事業所の定員及び入退所の時間は次のとおりとする。	 

２	 事業所の利用定員は 30 名とする。ただし併設する介護老人福祉施設において空床がある

場合はこの限りではない。	 

３	 入退所時間は、特別な事由のない限り 8 時 30 分から 18 時 30 分の間とする。	 

４	 事業所の概要	 

（１）介護老人福祉施設「特別養護老人ホーム新宮園」	 

敷	 地	 17,170 ㎡	 

建	 物	 

構	 	 造	 鉄筋コンクリート造	 一部 2 階建	 

延床面積	 6,763 ㎡	 

利用定員	 130 名（内、短期入所 30 名）	 

	 

（２）居室	 

居室の種類	 室	 数	 面	 積	 備	 考	 

1 人部屋	 78	 12 ㎡～16.96 ㎡	 内、従来型個室 60	 

多床室 25、ユニット型

準個室 10	 

2 人部屋	 8	 20.0 ㎡	 

4 人部屋	 9	 40.4 ㎡	 

※内、30 名分（全て多床室）を短期入所生活介護サービスとする。	 

	 

（３）主な設備	 

設備の種類	 数	 面	 積	 特	 色	 

食	 堂	 4	 363.3 ㎡	 車椅子対応昇降ﾃｰﾌﾞﾙ	 

機能訓練室	 1	 54.0 ㎡	 	 

浴	 室	 2	 136.7 ㎡	 一般浴、車椅子浴	 

医務室	 1	 17.4 ㎡	 	 

洗面所	 7	 54.1 ㎡	 	 

便	 所	 56	 385.4 ㎡	 ｼｬﾜｰﾄｲﾚ設備有 47	 

静養室	 2	 45.0 ㎡	 	 

※当事業所では、上記の居室及び設備を用意するが、利用される居室については、利用者の	 

心身の状況や居室の空き状況により決定する。また、利用開始後、利用者の心身の状況に	 

より、居室の変更をする場合がある。	 



  

（利用料・その他の費用）	 

第７条	 短期入所生活介護サービスを提供した利用料は、厚生労働大臣が定める基準による	 

ものとし、当該サービスが法定代理受領サービスであるときは、その 1 割の額とする。	 

但し、サービス利用料金は利用者の要介護度に応じて異なる。	 

２	 次に掲げるものについては利用者の同意を得てその実費を徴収する。	 

（１）食費・滞在費・日用品費等別に定めた額。	 

（２）その他のサービスの提供において、通常必要となるもの。	 

（３）法定代理受領サービスに該当しないサービスについては、提供証明書を利用者に交付	 

する。	 

３	 併設型短期入所生活介護費（Ⅱ）多床室（日額：円）	 

	 要介護度 1	 要介護度 2	 要介護度 3	 要介護度 4	 要介護度 5	 

1.契約者の要介護度別介護サー

ビス利用料金	 
6,820	 7,510	 8,220	 8,910	 9,590	 

2.看護体制加算	 40	 

3.サービス提供体制強化加算	 120	 

4.夜勤職員配置加算	 130	 

5.うち介護保険から給付される金額	 6,399	 7,020	 7,659	 8,280	 8892	 

6.介護サービス利用に係る自己

負担額(1＋2＋3＋4-5)	 
711	 780	 851	 920	 988	 

7.食事に係る基準負担額	 1,380	 

8.居住等における滞在費	 320	 

9.自己負担額合計(6＋7＋8)	 2,411	 2,480	 2,551	 2,620	 2,688	 

10.その他	 送迎（１回）	 184（実施した場合に算定）	 

①所得に応じ食費及び滞在費の負担限度額を設定する。（特定入所者介護サービス費）	 

②若年性認知症利用者を受入した場合は 1 日 120 円を加算する。	 

③療養食を提供した場合には、1 日につき 23 円を加算する。	 

④介護職員処遇改善加算として介護サービス利用料金の 2.5％を加算する。	 

（１）介護保険給付のサービス	 

サービスの種別	 内容	 自己負担額	 

排 泄	 本人の状態に応じて援助する。	 

サービス費の１割	 

入浴・清拭	 週 2 回	 

離 床	 寝たきり防止のため、毎日の離床に努める。	 

着 替 え	 毎朝夕の着替えに努める。	 

シーツ交換	 週 1 回以上実施	 

洗 濯	 日常着の洗濯を行う。	 

健 康 管 理	 当事業所の看護職員による健康チェックを行う。	 

介 護 相 談	 利用者とその家族からの相談に対し援助を行う。	 

栄 養 管 理	 
利用者の状態に応じた適切かつ質の高い食事を提供

する。	 

送 迎	 
相談に応じ実施する。但し、事業所の都合により実

施できない場合がある。	 

（２）介護保険給付外サービス	 



  

サービスの種別	 内容	 自己負担額	 

食 事	 

食事時間	 

朝食	 07:45～	 

昼食	 11:45～	 

夕食	 17:45～	 

食事場所	 

基本的に離床して、食堂で食するこ

とができるよう援助する。	 

基準負担額	 

1 日 1,380 円	 

所得に応じ負担上限額が適用

される。	 

※「（3）所得段階に応じた負	 

担上限額」を参照。	 

滞 在 費	 滞在費として居住等に要した費用	 

多床室	 1 日 320 円	 

所得に応じ負担上限額が適用

される。	 

※「（3）所得段階に応じた負	 

担上限額」を参照。	 

喫 茶 等	 
喫茶コーナーを利用し、コーヒー等

飲物のサービスを行う。	 
実費	 

日常生活品の購入	 

原則、日用品は施設で支給するが、

個人の嗜好品の購入は、本人若しく

は家族とする。	 

実費	 

特別な食事	 特別食の用意（医師の指示による）	 	 

	 

（３）所得段階に応じた負担上限額	 

対象者	 区分	 居住費	 食費	 

本
人
お
よ
び
世
帯
全
員
が
市
民
税
非
課
税	 

利用者負担第 2 段階

以外の方	 

利用者負担	 

第 3 段階	 
320 円	 650 円	 

課税年金収入額と合

計所得金額の合計が

80 万円以下の方	 

利用者負担	 

第 2 段階	 
320 円	 390 円	 

老齢福祉年金受給者	 利用者負担	 

第 1 段階	 
0 円	 300 円	 

生活保護受給者	 

※税制改正等により金額が変更される場合あり。	 

	 



  

（短期入所介護の提供方法）	 

第８条	 短期入所生活介護事業の取扱方針については、次のとおりとする。	 

２	 事業所は、事業の提供依頼があった場合は、被保険者証と要介護認定の有無、認定区分及

び有効期間を確認する。また、提供した介護予防の評価を行い、常にその改善を図る。	 

３	 利用者の要介護状態の軽減若しくは、悪化の防止又は要介護状態となる事の予防に資する

よう、利用者の心身の状況を踏まえて日常生活に必要な援助の目標を設定し、計画的に行う。	 

４	 第 9 条の短期入所生活介護計画に基づき、利用者の機能訓練及び、その者が日常生活を営

むことが出来るよう必要な援助を行う。	 

５	 短期入所生活介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は、身体を

保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為

を行ってはならない。	 

６	 事業所は、正当な理由なくサービスの提供を拒否してはならない。	 

７	 次のいずれかに該当する場合には、遅滞なく意見を付してその旨を保険者に通知すること

とする。	 

（１）介護保険法第 24 条第 2 項に規程する介護給付等対象サービスの利用に関する指示に従	 

わないとき。	 

（２）偽りやその他不正な行為によって保険給付を受けたとき、又は受けようとしたとき。	 

	 

（短期入所生活介護サービス事業の内容及び介護計画）	 

第９条	 短期入所生活介護サービス事業の内容は次のとおりとする。	 

２	 手続き及びサービスの説明	 

（１）あらかじめ利用者及び申込者又は、その家族に対し、サービスの選択に資すると認めら

れる重要事項の内容及び利用期間等について同意を得る。	 

（２）利用者の食事については、身体状況及び嗜好を考慮しながら適切な時間に行う。	 

（３）日常生活を送る上で必要な生活機能の改善又は、維持のための機能訓練を行う。	 

（４）看護職員は医師の指示に従い、利用者の健康保持に努める。	 

（５）利用者又は家族の相談に応じ助言及び援助を行う。	 

（６）利用者のためのレクリエーション行事等を行う。	 

３	 短期入所生活介護計画の作成	 

（１）管理者は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて機能訓練等

の目標・当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等短期入所生活介護計画を作

成する。	 

（２）既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該居宅サービス計画の内容に沿って

作成する。	 

４	 利用者に対する情報提供	 

（１）短期入所生活介護計画作成に当たっては、利用者又は家族の意見を尊重して、居宅支援

事業所を始め医療・保健・福祉の関係機関で連携し計画する。	 

（２）管理者はそれぞれの利用者に応じた短期入所生活介護計画を作成し、利用者又はその家

族に対しその内容等について説明しなければならない。	 

（３）それぞれの利用者について、短期入所生活介護計画に従ったサービスの実施状況及び目

標の達成状況記録を行う。	 

	 

（介護の内容）	 

第 10 条	 処遇にあたっては利用者の心身状況に応じ、自立支援と日常生活の充実に努め適切



  

な介護を行う。	 

	 

（サービスの開始及び終了）	 

第 11 条	 サービスの開始及び終了は次のとおりとする。	 

２	 利用者の心身の状況により若しくはその家族の疾病、冠婚葬祭、出張等の理由により又	 

は、利用者の家族の身体的及び精神的な負担の軽減等を図るために一時的に短期入所生活介

護を提供する。	 

３	 居宅介護支援事業者等と密接な連携によりサービス提供開始前から終了後に至るまで利

用者が継続的に他のサービスを利用できるよう援助する。	 

	 

（通常の事業の実施地域）	 

第 12 条	 事業所の通常の実施地域は、高山市及び飛騨市とする。	 

	 

（法定代理受領サービスに係る報告）	 

第 13 条	 事業者は、毎月関係市町村に対し、居宅サービス計画、その他実施状況に関する書

類を提出する。	 

	 

（サービス利用にあたっての留意事項）	 

第 14 条	 利用者はサービスの提供を受ける際には、医師の診断や日常生活上の留意事項、利

用当日の健康状態を職員に連絡し、心身の状況に応じたサービスの提供を受けるよう留意す

る。	 

	 

（緊急時における対処方法）	 

第 15 条	 当事業所においては看護職員等により 24 時間連絡体制を確保し、サービスの提供を

行っているときに利用者の病状の急変、その他緊急事態が生じた場合には、速やかに身元引

受人に連絡する等の措置を講ずるとともに、管理者に報告する。	 

身元引受人への連絡が困難な場合には、緊急搬送等必要な措置を講じるものとする。	 

	 

（非常災害対策）	 

第 16 条	 非常災害対策に備えて、併設する特別養護老人ホーム新宮園の定める防災計画に沿

って、年 1 回以上避難、救出その他必要な訓練を行うものとする。また、非常災害時の関係

機関への通報体制を整備し、職員に周知しておくこととする。	 

	 

（苦情申立窓口）	 

第 17 条	 当施設のサービスについて、ご不明な点や疑問、苦情がある場合は施設利用相談室

（苦情解決責任者	 施設長、窓口担当者	 生活相談員、電話 0577-36-5565）にて相談を受け	 

	 る。また、意見箱や当事業者の設置する第三者委員会での受付も行い、責任をもって調査、

改善をする。	 

	 



  

（その他運営に関する重要事項）	 

第 18 条	 事業所の職員は、正当な理由なくその事実上知り得た利用者及び家族等の秘密を漏

らしてはならない。	 

２	 職員であったものに、業務上知り得た利用者及び家族の秘密を保持させるため、職員でな

くなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を伝えなければならない。	 

３	 当事業所では、利用者及び家族の個人情報保護に積極的に取り組み、よりよいサービスの

提供等本来の利用目的を超えて個人情報の利用はしない。	 

４	 事業所は、職員の質的向上をはかるための研修の機会を確保することとする。	 

５	 事業所は、設備・備品・従業者・会計に関する諸記録の整備を行い、会計は他の会計と区

分し、毎年 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までを会計単位とする。また、利用者に対するサー

ビスの提供に関する諸記録も整備し、その完結の日から 5 年間保存しなければならない。	 

６	 事業所は、利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害

賠償を速やかに行わなければならない。	 

７	 事業所は、利用定員を超えてサービスの提供を実施しない。ただし、災害その他の止むを

得ない事情がある場合は、この限りではない。	 

８	 居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者によるサービス

を利用させることの対償として、金品その他の財産上の利益を収受してはならない。	 

９	 利用料について、介護予防給付体系が変更になった場合、または経済状況の著しい変化	 

その他止むを得ない事由がある場合、相当な額に変更できるものとする。また、変更する際

は事前に利用者又は家族に対し説明し、同意を得るものとする。	 

10	 感染症及び食中毒の発生、蔓延を防ぐため感染症予防対策委員会において対策を講じ、職

員へ結果を周知徹底することとする。	 

11	 事業所は見やすい場所に、運営規程の概要、職員の勤務体制、協力病院、利用料その他の

サービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示する。	 

12	 この規程に定める事項の外、運営に関する重要事項は社会福祉法人清徳会と指定短期入所

生活介護事業所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。	 

	 

	 

	 

附則	 	 	 	 

この規程は、平成 12 年 4 月 1 日から施行する。	 

	 

附則	 

	 	 この規程は、平成 13 年 12 月 1 日から施行する。	 

	 

附則	 

	 	 この規程は、平成 15 年 4 月 1 日から施行する。	 

	 

附則	 

	 この規程は、平成 16 年 1 月 15 日から施行する。	 

	 

	 附則	 

	 	 この規程は、平成 17 年 10 月 1 日から施行する。	 

	 	 

	 附則	 

	 	 この規程は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。	 



  

附則	 

	 	 この規程は、平成 20 年 6 月 1 日から施行する。	 

	 

	 附則	 

	 	 この規程は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。	 

	 

	 附則	 

	 	 この規程は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。	 

	 


